
（５） インターネット上の認証基盤の整備 

＜目 標＞ 

インターネットでの申請・届出等手続などを可能にするため、住民及び行政組織をインタ

ーネット上で確認するための基盤である、公的個人認証サービス(住民側の認証)と組織認証

基盤（行政機関側の認証）の整備を図ります。 

 

【現状と課題】 

インターネットは拡張が容易な仕組みであることから、一般住民への普及が進み､今後もます

ます身近なものへ発展していくことが予想されます。しかし、これらの利点の反面、情報を伝送

する途中での改ざんや、盗聴、他人へのなりすましの危険があるため、申請・届出等手続の電

子化などへの利用には認証基盤の構築の必要があります。 

これまでに、法人代表者を対象とした「商業登記に基礎をおく電子認証制度」の運用が、平成

１２年１０月から開始されました。また、平成１３年４月に「電子署名及び認証業務に関する法律」

が施行され、電子署名が筆記の署名や押印と同等に通用することや、国の認定を受ければ民間

が認証業務を行えるようになることなどが定められました。 

さらに、平成１３年度に、全国の地方自治体を接続する「総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）」に

おいて、電子的な公文書交換を実現するために、ネットワーク内に認証基盤が構築されました。 

しかしながら住民にとってインターネットでの申請・届出等手続などをより利用しやすくするに

は、公的個人認証サービスの実施が必要であり、また、地方自治体を認証する組織認証基盤の

構築も不可欠になります。 

これらの認証基盤を使った申請・届出等手続の電子化の実証実験が、平成１４年度に総務省

によって実施される予定です。 

 

【施策の展開】 

（地方自治体の組織認証） 

○ ＬＧＷＡＮ認証基盤をベースに、インターネット上への公開機能を追加した地方自治体の

組織認証基盤（ＬＧＰＫＩ）を構築します。これにより、インターネットでも地方自治体の電子証

明書の有効性の確認が可能になります。 

○ ＬＧＰＫＩの構築方法、運営方法については、現在のＬＧＷＡＮ運営協議会において検討

を進めます。 

 

（公的個人認証） 

○ 公的個人認証サービスについては、平成１３年度の法整備を受け、平成１５年度の運用開

始を目指し、制度の整備や全国規模での実験が行われます。本県においても、整備や実

験の動向を踏まえ、システムの運用等について、具体的な検討を進めます。 
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【公開鍵基盤（ＰＫＩ）を利用した電子申請イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現在の申請＞ ＜電子申請＞ 

① 印鑑登録カードの発行依頼申請 

② 印鑑登録カード発行 

③ 申請書記入して実印押印 

④ 印鑑証明書を添付して申請 

⑤ 印鑑証明の有効性を確認 

① 電子証明書の発行申請 

② 電子証明書の送付（ＩＣカード等受取） 

③ 申請書に入力し電子署名(秘密鍵で暗号化) 

④ 電子証明書を添付し送信 

⑤ 電子証明書の有効性を確認 

①、②は登録時のみ。⑤は行政機関による確認。 

 

【スケジュール】 

 項 目 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 

ＬＧＰＫＩ 

(地方自治体 

組織認証基盤) 

・LGWANの組織認

証基盤をベース

にLGPKI構築 

・LGWAN運営協議

会(都道府県

等)での運用開

始 

・LGWANの市町

村参加にとも

ない順次構築。 

  

公的個人 

認証ｻｰﾋﾞｽ 
法整備 

整備・実証実

験 
運用開始 

  

③ 

公的個人 

認証ｻｰﾋﾞｽ LGWAN 

認証基盤 

① ② 

④ 

⑤ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

ｻｰﾋﾞｽ拡充にともない認証追加 

ｻｰﾋﾞｽ充実により利用者拡大 

LGPKI 

(地方自治体 

認証基盤） 
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（６） 市町村との連携の強化 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜目 標＞ 

県と市町村の共通の課題である電子自治体の実現を目指し、県と市町村との連

携を強化するための組織作りを進めます。 

また、申請・届出等手続の電子化をはじめとする各種システムの開発や運営を県と

市町村が共同で行い、行政サービスの全体的なレベルアップとコストの縮減を図りま

す。 

 

【現状と課題】 

県と市町村は、事務を分担して行っており、県民が県に申請を行ったり、県の行政サ

ービスを受けるためには、市町村への行政手続が必要な場合が少なくありません。 

住民基本台帳ネットワークシステムによって一部の手続が簡素化されるものの、市町

村が交付する各種証明書が必要な場合や、市町村での行政手続が前提となっている

ものなどは、県への申請・届出に先立って、それぞれ必要な市町村役場へ開庁時間内

に出向かなくてはなりません。 

また、現在、愛知県内のほとんどの市町村は、情報システムをそれぞれ市町村単独

で開発し、自ら運用を行っています。このため、システムの開発や改修及び運用に多額

の経費や専門知識をもった多くの職員が必要となっており、市町村にとって大きな負担

となっています。 

本県では、平成１３年９月に、「愛知県・県内市町村情報主管課連絡会議」を設置し、

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の活用をはじめとした、市町村との連携強化による県

民の利便性の向上や電子自治体の効率的な構築に関する検討を開始しました。 

今後、さらに県民の利便性を向上するためには、電子自治体の構築に向け、県のイ

ンターネット上の申請・届出窓口の一本化は言うに及ばず、県と県内すべての市町村

の申請・届出に関する受付窓口の一元化（ワンストップサービス）や２４時間いつでもサ

ービス提供ができるノンストップサービス、共同設置端末による市町村域を超えてのサ

ービス提供などについても検討していく必要があります。 

また、申請・届出等手続の電子化などのシステムを新規に構築するにあたっては、従

来のように県及び各市町村がそれぞれ単独でシステム開発を行うのではなく、県内全

市町村や地域単位など、広域での共同開発を検討する必要があります。 

さらに、システムの運用や改修についても共同で運営することにより経費の縮減を図

るなど、電子自治体を効率的に実現する必要があります。 
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【施策の展開】 

○ 「愛知県・県内市町村情報主管課連絡会議」において、愛知県と県内市町村と

が連携して、電子自治体構築に向けての方針やその効率的な推進について、さ

らに検討を進めます。 

○ 愛知県と県内市町村の共通課題の解決やシステムの標準化及び共同開発など、

電子自治体実現に向けた具体的な情報化施策を決定、実施するため、さらに推

進体制を強化し、県と県内すべての市町村で構成する協議会の設立を図りま

す。 

○ 電子自治体の構築・運営に係る経費の縮減などを図るため、愛知県と県内市町

村が総合行政ネットワークや汎用受付システムなどを共同で運用・開発するデー

タセンターの段階的な整備を検討します。 

○ 将来的には、総合行政ネットワークを活用した県と市町村による基幹系業務の

共同運営、ＡＳＰ方式でのサービス提供を目指します。 

 

 

【スケジュール】 

項目 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 

愛知県・県内市町

村情報主管課連

絡会議 ワーキング・

グループ設置      

協議会 
 設立準備  設立    

アクションプ

ランの検討・

定 策

 
検討  策定  

  

インターネッ

ト共同受付シ

ステム 
 

検討  開発  
  

LGWAN 保守

全団体向け

業 
等

事

     

コンサルティ

ングや人材育

成サービス 
     

協 
議 
会 

の 

施 

策 

・ 

事 

業 

等 

愛知県自治体

ﾃﾞｰﾀｾﾝ ﾀ ｰ (仮
称 ) の 共 同 運

営 

  

  

 

 事
業
引
継 
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【推進体制イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

開発・研究・研修等の事業の実施 
（民間企業・ＮＰＯ・大学・調査研究機関等） 
 

 電子自治体実現に向けたシステムの共

同開発 
 県と市町村の共通課題の研究 
 情報化に対応できる県・市町村職員の育

成 
 

    
一 

括 

委 

託 

・電子自治体実現に向けたアクションプランの検討・策定 
・共同開発システムの方針や仕様の決定 
・開発したシステムをデータセンターで運用（一括委託） 

愛知県と県内市町村による協議会 
事務局：県職員・市町村職員 

市  町  村 市  町  村 

市  町  村 市  町  村 

市  町  村 愛  知  県  
協議会の運営 

  
個 

別 

委 
託 

   

愛知県自治体データセンター（仮称）の運営 
（民間企業等） 

 
 システムの運用 
 システムの改修 
 ASP（アプリケーション・サービス・プロバイダ） 
 データやシステムのバックアップ 
 セキュリティの確保 
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    パソコン   や   端 末   や  携帯電話   で    自宅から     職場から    公共施設から 

インターネットを通じて行政サービスを受けたり行政手続ができる 
―＜24時間いつでも（ノンストップ）・一ヵ所で（ワンストップ）・どこからでも（マルチアクセス）＞－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                     

 

 

 

 

 
 

Ａ町役場 
・ 住民課 
・ 保険課 
・ 教育委員会 
・ ××課 

Ｃ市役所 
・ ○○課 
・ △△課 

行政手続を行ったり、行政サービスを受けるためには、 

必要な役所にそれぞれ個別に（開庁時間内に） 
足を運び、必要な課の窓口で、 

資料の提出や申請・届出等を行う必要がある。 
 

郵送や電話で可能な手続や24時間受付の届出もある。 

Ｂ警察署 
現 状 

行政手続は大変だ！ 

愛知県と県内市町村の連携による電子自治体のイメージ図 

・引越しする  ・住民票や戸籍抄本 ・旅券の取得  ・税の申告 

・ 家を建てる  ・納税や手数料納付 ・統計や白書  ・手当の申請  

・ 結婚する    ・運転免許証の手続 ・介護保険や年金の手続  
・ 子供が生まれる  ・入園や入学   ・法律や福祉などの相談 

行政手続や 
行政サービス（例） 

決済基盤 
金融機関（銀行・郵便局等） 

霞ヶ関WAN 

（国の行政機関） 

総合行政ネットワーク 
（LGWAN） 

Ｂ警察署 

Ｃ市役所 
A町役場 

愛知県庁 

認証基盤 

愛知県自治体データセンター(仮称) 

 

イ ン タ ー ネ ッ ト 

将 来 
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（７） 職員の情報リテラシーの向上 
 
 
 
 
 
 
 

＜目 標＞ 
県民サービスの向上や行政の簡素・効率化などを目指し、電子地方政府構築の取組が行

われています。このような中、ＩＴを活用してそれらに主体的に取り組むことができる職員を育

成するため、職員１人ひとりの情報リテラシーの向上に計画的に取り組みます。 

【現状と課題】 
行政の情報化や社会の動向を踏まえ、以前より、職員の情報リテラシーの向上のため、情報

処理に関するさまざまな研修を実施し、人材の育成に努めてきました。 
しかし、ここ数年の情報技術の発展はめざましく、それに対応した研修内容の充実や新たな

研修科目の設定が求められており、常に内容、方法、体制等を研究していくことが必要となって

います。 
現在、各所属における情報機器の円滑な利活用を図るため、情報化リーダーを養成していま

すが、情報化の進展に伴い、更に情報化リーダーの資質向上を推進していくことが重要となりま

す。 
また、これらの研修を実施する講師については、外部委託を活用しつつも、一部を職員で対

応しているため、講師として十分な知識・経験を持つ指導的職員の育成・確保が必須条件となっ

ています。 
さらに、今後、電子地方政府の実現に向けて、さまざまなシステムの開発、運用管理、他のネ

ットワークとの連携等が進められるため、情報主管課はもちろん、システム担当課においても、開

発技術やセキュリティー等のより専門的な知識を持った職員の必要性が高まっています。 
 
【施策の展開】 

○ これまでの情報処理研修の内容を見直し、情報化リーダーが職場において日常的に情

報化を指導・援助する役割を担うことができるよう、情報化リーダーへの研修を重点的に実

施します。 
○ 情報化リーダーを指導できる、より専門的技術・知識を有する職員の育成について、手法

などを研究します。 
○ より効果的な研修の実施を目指して、職員が職場において可能な時間に研修できるオン

ライン学習システムや研修のアウトソーシングについて調査研究します。 
○ 財団法人地方自治情報センター開催の研修をはじめ、情報通信関連企業等が行う専門

研修やセミナーへの参加を促すことにより、システム開発・運用等の業務を円滑に遂行でき

る人材の育成を図ります。 
○ 電子地方政府の実現を先導する専門的な技術を持った職員を養成するため、*地方自治

ＩＴ共同研修機構（ＩＴＴＯ）における研究成果の活用を検討します。 
○ 電子地方政府構築に向けた全庁的な機運を醸成するため、実務的な講演と体験の場

を提供するセミナーを開催します。 
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職員の情報リテラシーの向上のイメージ図 

 
 
 
 

情報通信関連企業等が実

施する専門研修及びセミ

ナーへの参加 

・ 専門的技術・知識を有する

職員の育成手法の研究 
・ ＩＴＴＯにおける研究成果

の活用 
・ 研修方法の調査研究 専門的技術・ 

知識を有する 
職員 

職 員 職 員 職 員 
員 

職 

用 

運 

ム 

テ 

ス 

シ 情報化リーダー 

情報化リーダー養成研修の重点的な実施 

所属内職員への指導・支援 

電子地方政府構築に向けたセミナーの開催 

【スケジュール】 

 項  目 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 
研修の実施      

ＩＴＴＯにおけ

る研究成果の活

用 

 
 

 
 

  
 
活用の検討 

 

電子地方政府構

築に向けたセミ

ナーの開催 

    
 
 

 

ＩＴＴＯにおける研究 

構築後セミナー継続実施 
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